
１．背景

数値予報において，地表面は大気の状態を制御する

一要因である．地表面温度は主に熱収支によって決定

され，生活に関わる地上気温の予測に大きく関与して

いる．熱収支の構成要素として，下向き短波放射（全

天日射）と地表面で反射される上向き短波放射，下向

き長波放射と上向き長波放射，顕熱フラックス，潜熱

フラックスおよび地中伝導熱がある．このうち地表面

に入射する放射要素には下向き短波放射と下向き長波

放射がある．下向き短波放射量は気温の日変化を形成

する主要因で気象現象の理解において重要な要素であ

る．本放射量は日本全国の気象官署で連続観測が行わ

れているが，下向き長波放射は一般の気象官署では観

測されていない．下向き長波放射は雲量，気温，水蒸

気量に応じて変化し，短波放射と比較して日変化は小

さく，夏に最大，冬に最小値をとる．

これまで気象庁非静力学モデル JMA-NHM を用

いた研究が降水量の再現実験（Kawabata et al.

2007；Kanada et al.2008）や降水時における大気場

の構造解析（Seko et al.2008；Murata2009）に対し

て行われており，ダウンスケーリングを用いることで

より高解像度での数値計算が可能となっている．

Sasaki et al.（2008）はNon-hydrostatic Regional
 

Climate Model（NHRCM）を用いて4km格子で関

東を中心とした数値計算を行い，AMeDASと比較し

た結果，年平均気温は0.8℃の高温バイアスであるこ

とを示した．また，東北大学大学院 理学研究科 地球

物理学専攻 流体地球物理学講座では，宮城県周辺の

大気場や地上の気象状態量変動を理解するため，2006

年６月より，JMA-NHM と力学的ダウンスケールを

用いて1.5km格子での数値計算を行っている．

さて，入力放射量は気象状態量や循環を形成する要

素であるため，検証が不可欠である．これまでも

JMA-NHM の下向き短波放射量の検証は行われてお

り，相対湿度を雲量診断に用いた場合は最大100W/

m程度の過小評価，雲物理過程を用いて雲を陽に計

算した場合では200W/m程度の過大評価をすること

が報告されている（長澤 2008）．また，解像度5km
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での検証においては，雲物理過程に部分凝結を導入す

ることの必要性が指摘されている（長澤 2006）．

Nagasawa（2006）はこれまで雲の広がりが過剰で

あったスキームを改良し，外向き長波放射が衛星の観

測値に近づくことを示した．土屋ほか（2007）では，

メソスケール気候モデルMM5を用いて大気放射ス

キームの差異が地表付近の風速場や気温場に与える影

響を調べ，パラメタリゼーションの選定の仕方が気

温，風速，短波放射量，長波放射量に対して大きな影

響を与えることを示している．しかし，より解像度の

高い1.5km格子における数値計算に対しては放射量

の検証が行われていないのが現状である．そこで，本

研究は下向き短波放射量，下向き長波放射量の連続観

測を行い，JMA-NHM の放射量を評価することで，

1.5km格子の JMA-NHM の放射量計算における問

題点を明らかにする．また，AMeDASで観測されて

いる日照時間のデータを用いて宮城・山形・福島県北

部の短波放射量を推定し，他地点での短波放射量の評

価も行う．

２．方法

2.1 ４成分放射計による放射観測

宮城県内において，全天日射量の直接観測が行われ

ている気象官署は東部沿岸の仙台のみである．宮城県

南西部での放射量データが未知のため，宮城県白石市

立白石中学校（北緯38度00分，東経140度37分）の屋

上において，放射量の連続観測を行った．観測期間は

2007年12月４日から2009年７月７日（ただし，2008年

４月25日から2008年６月28日は欠測）の計517日であ

る．

４成分放射計（MR-50,英弘精機）を用いて，下向

き短波放射量，長波放射量の連続観測を行った．測定

は１秒間隔で行い，10分ごとに前10分間における平均

値を記録した．４成分放射計は上向きと下向きの長短

波放射量を測定することができるが，本研究において

は測器の設営の都合上，下向きの長短波放射量のみを

使用した．出力はデータロガーCR1000（キャンベル

サイエンティフィック社）で自動記録した．

2.2 非静力学モデル JMA-NHM

本論文で使用した数値モデルは気象庁・気象研究所

で共同開発された JMA-NHM（Saito et al. 2007；

気象庁 2008）である．宮城県周辺の高解像度計算を

行うため，計算領域は第１図に示すように水平解像度

は6km（以下本解像度の計算を6km実験と呼ぶ）

と1.5km（同1.5km実験）で，仙台を中心として計

算領域をそれぞれ420km四方，180km四方とした．

鉛直には38層の不等間隔格子を用い，最下層の格子間

隔は40mで計算領域上端は14.43kmである．地形は

NASAで公開されている３秒角格子（約90m）の標

高データ（Shuttle Radar Topography Mission digi-

tal topographic data）から作成した．放射スキーム

には雲放射過程に対して北川（2000）を，晴天放射過

程に対して籔ほか（2005）を適用した．また，エアロ

ゾルは衛星から得られた月別気候値（光学的厚さ）の

２次元分布を使用した．長波放射の計算には雲水量・

雲氷量・雲粒有効半径から射出率を求め，雲量射出率

の補正をしている．短波放射の計算には雲の光学的特

性が反映されている．雲の積層構造は鉛直方向に隣り

合う雲層は重なることを仮定する，マキシマム-ラン

ダムオーバーラップを採用した．格子内の部分的な凝

結（雲）を表現するために，正規分布を仮定した確率

密度関数を導入して計算された雲量を放射過程に用い

た．確率密度関数の変動幅は液水温位や全水量の乱流

による揺らぎの関数となっている．雲物理過程に雲

水，雨水，雲氷，雪，あられの混合比を計算する手法

を使用した．6km実験では格子以下の積雲の効果を

表現する積雲対流パラメタリゼーションにKain-

Fritschスキームを使用（成田 2006）したが，1.5

km実験では雲を陽に扱えるため，積雲対流パラメタ

リゼーションは用いていない．乱流混合過程には改良

Mellor-Yamada Level ３を用いた（Nakanishi and

〝天気"58．7．

第１図 計算領域．外側が6km実験，内側が
1.5km実験の領域である．陰影は標高
を表す（m）．白丸は白石中学校．
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Niino 2004,2006）．6km実験の初期値・境界値に

は，気象庁から配信されるメソスケールモデル

（MSM）の予報値を使用し，毎日00時（JST）から

27時間積分した．これを初期値・境界値として1.5

km実験を毎日03時（JST）から24時間積分した．6

km実験から1.5km実験へのダウンスケールにおい

ては，6km格子で計算された雲物理量（雲水，雨水，

雲氷，雪，あられ）が引き継がれている．海面水温は

東北大学大学院 理学研究科 大気海洋変動観測研究セ

ンター 衛星海洋学分野 川村研究室で公開されている

0.05度（約5km）格子のデータを使用した（Guan
 

and Kawamura2004）．また，計算期間は2008年１月

１日から2009年10月４日である．これらの設定による

1.5km格子での計算をctlと呼ぶ．

３．AMeDAS観測の日照時間を用いた他地域への

展開

他地点での検証を行うため，AMeDASで観測され

ている日照時間を用いて下向き短波放射量への変換を

行った．近藤ほか（1991）によると，地表面に到達す

る下向き短波放射量の日平均値 S （W/m）は次式

で与えられる．

S
S

＝a＋b×
N＋ N

 
N

(1)

＝c (2)

S は大気上端に到達する短波放射量（W/m）で幾

何学的に決定される値，N はAMeDASで観測され

た一日の日照時間（hr），N は大気や雲による減光が

なかった場合における最大の日照時間（hr），a，b，

c， N はパラメータである．ただし，(1)式は０＜

N/N ＜１を満たす場合，（2）式はN/N ＝０のとき

である．パラメータの値は，近藤（1994）を参考に

a＝0.244，b＝0.511，c＝0.118， N ＝０を使用

した．以降において，(1)，(2)式による下向き短波放

射量の推定方法を日照時間法と呼ぶ．

４．結果と考察

4.1 白石中学校における放射量観測

第２図aは白石中学校で観測した下向き短波放射

量と JMA-NHM（ctl）で計算された下向き短波放射

量の日平均値の季節変化を示している．計算値の下向

き短波放射量は夏を中心に過大評価であった．６，

７，８月（JJA）平均の観測値は151.4W/m ，

JMA-NHM は187.9W/m で平均誤差は JMA-

NHM が過大となる36.5W/m（観測値に対して

24.1％）であった．また，12，１，２月（DJF）平均

の観測値は89.1W/m，JMA-NHM は74.5W/m

第２図 日平均放射量（白石中学校）と気温
（AMeDAS白石）の観測値と計算値．
（a）下向き短波放射量（W/m），（b）
下向き長波放射量（W/m），（c）気温
（℃）．いずれも差は JMA-NHM で計
算された値から観測値を引いた値であ
る．また，Day of Yearの起点は2008年
１月１日である．
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で，平均誤差は－14.7W/m（同－16.5％）であっ

た．この傾向は仙台管区気象台で観測している全天日

射量との比較でも同様で，JJAの仙台管区気象台で

の全天日射量は163.3W/m，JMA-NHM は199.6

W/m（平均誤差＋36.3W/m）であった．DJFは

仙台管区気象台において108.7W/m，JMA-NHM

は97.5W/m（平均誤差－11.2W/m）であった．

解像度による放射量誤差を検討するため，6km格子

での計算値と比較すると，JJAの白石中学校におけ

る平均誤差は＋50.7W/m，DJFは－7.9W/mで

あった．仙台管区気象台では JJAは＋46.0W/m，

DJFは－3.9W/mであった．

一般に，下向き短波放射量の値は雲量に応じて変化

する．本論文で使用した JMA-NHM の設定におい

ては，主に下層・中層雲の雲量に応じて地表面への下

向き短波放射量が変化する．下向き短波放射量の観測

結果から，JMA-NHM は白石中学校と仙台管区気象

台において夏を中心として雲量の診断が過小，冬に関

しては過大である可能性がある．一方で，JJAにお

ける1.5km格子での二乗平均平方根誤差（RMSE，

白石中学校74.5W/m，仙台管区気象台67.8W/

m）は6km格子でのRMSE（白石中学校81.8W/

m，仙台管区気象台73.4W/m）よりも小さい．こ

れはダウンスケールによって雲分布の表現が改善され

たことが要因と考えられる．しかし，1.5km格子の

計算においても過大評価の傾向は変わらない．放射量

予測が親モデル（６km実験）による影響を強く受け

ていることが示唆される．また，全対象期間において

白石中学校における下向き短波放射量の観測値が快晴

時における短波放射量（大気上端における短波放射

量×係数，ただし係数は大気上端における短波放射量

の季節変化のグラフが，観測値全体の包絡線となる値

である）の８割以上かつ JMA-NHM の全雲量が0.2

以下であったとき（晴れと定義）計68日を抽出し，そ

のときの下向き短波放射量の比をとると，JMA-

NHM は4.6％の過大評価であった（観測値平均245.4

W/m，JMA-NHM 平均256.6W/m）．従って，晴

天放射の誤差による短波放射量の過大評価への影響は

雲量の診断による短波放射量への影響と比較すると小

さいと考えられる．

次に，下向き長波放射量の比較を第２図bに示す．

短波放射量の傾向とは異なり，JMA-NHM の計算値

は観測値に比べ過小評価であった．過小評価の傾向は

夏が中心で，JJAの JMA-NHM 平均値は395.7W/

m，観測の平均値は409.5W/m，JMA-NHM の平

均誤差は－13.8W/mであった．DJFには過小評価

の傾向が弱くなり，JMA-NHM の平均誤差は－0.67

W/mであった．多くの場合，下向き長波放射量は気

温，雲量と正の相関を持つが，夏に関しては雲量の評

価が過小であることが下向き長波放射量の過小評価の

原因と考えられる．もし，夏の下向き長波放射量の過

小評価の原因が気温であるとするならば，計算値は低

温バイアスとなっていると考えられる．この場合，以

降で示すAMeDAS観測の気温との間で不整合となる

（JMA-NHM は高温バイアスであった）ため，気温

ではなく，JMA-NHM の雲量の診断が過小であると

推察される．この傾向は下向き短波放射量の過大評価

と整合する．一方で，DJF平均の JMA-NHM によ

る下向き長波放射量は観測値に近い値が得られた．こ

れは，下向き短波放射量の過小評価にともなう気温の

低温バイアスとローカルな場の放射では説明できない

外部からの昇温要因である暖気移流による気温の高温

バイアスがほぼ同程度になり，結果として JMA-

NHM の下向き長波放射量が観測値に近い値になった

と考えられる．

4.2 放射量の気温計算への影響

JMA-NHM で計算された気温を評価するため，

AMeDAS白石（白石中学校から北西に2km）で観

測している日平均の気温と JMA-NHM の気温を比

較した．放射量観測地点と気温観測点が異なる理由は

二つあり，一つは白石中学校で気温観測を行わなかっ

たこと，もう一つは，白石中学校（直接観測）と

AMeDAS白石（日照時間法による推定値）との間で

日平均した下向き短波放射量の値に大きな差がなかっ

たため（詳細は次節）である．以上の理由から

AMeDAS白石における気温データを白石中学校の代

わりとして使用した．気温を比較した結果，JMA-

NHM には季節を問わず高温バイアスがあることがわ

かる（第２図c）．JJAでは JMA-NHM は1.5℃の高

温バイアス，DJFでは0.3℃の高温バイアスであっ

た．これまでの短波放射，長波放射量の議論から，夏

を中心とする高温バイアスは雲量の過小評価が一つの

原因と考えられる．以下でその検証をする．JMA-

NHM の部分凝結スキームには，乱流スキームでは表

現できない部分凝結の効果を取り入れるため，雲量の

変動幅の下限値を調整するパラメータ（f ）が設定

されている（詳細は原・永戸（2008）の p.134-135を

参照）．その f を0.09から0.11へと変更した感度実
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験（new）を行い，下向き短波放射量の変化に対する

気温の変化率を調べた．f を大きくすることによ

り，雲量の変動幅が大きくなり，雲量が増加すること

が期待される．なお，f ＝0.09は経験的に決められ

た値である．第３図は，f の変更に伴う JMA-

NHM の下向き短波放射量の変化に対する気温の変化

を表している．期間は2008年６月29日から同８月31日

までの64日間である．64日間平均で下層雲量は0.014，

中層雲量は0.008増加し，f の変化に対する雲量変

化が確認できた．下向き短波放射量の変化と気温の変

化の間には正の相関が見られ，相関係数は0.57であっ

た．図中の近似直線の切片が０でないのは，下向き短

波放射は気温を決定する一要因であるが，暖気移流の

ような他の要因も存在することを示している．この期

間における JMA-NHM（ctl）と放射観測との短波放

射量差（＋25.6W/m）を近似直線にあてはめ，放

射誤差による気温への影響を調べると＋0.52℃であっ

た．一方で JMA-NHM はAMeDAS白石に対して

1.76℃の高温バイアスであり，約３割は放射誤差に

よって高温バイアスとなっていることがわかった．

4.3 日照時間法による短波放射量と計算値との比

較

白石中学校における雲量の過小評価に伴う下向き短

波放射の過大評価の傾向が，白石特有のものか，他地

点でも見られるのかを調べるため，各地のAMeDAS

地点において日照時間法から推定した下向き短波放射

量の日平均値と，JMA-NHM のそれとの比較を行っ

た．まず，日照時間法による短波放射量が現地観測値

を表しているかを調べるため，白石中学校で観測した

短波放射量とAMeDAS白石の日照時間法による推定

値との比較を行った．その結果，日照時間法による下

向き短波放射量の日平均値と４成分放射計を用いた直

接観測の間には線形の関係が見られ，日照時間法で算

第３図 白石における下向き短波放射量の変化に
対する気温の応答．newは f ＝0.11の
とき，ctlは f ＝0.09のときを表す．

第４図 2008年１月２日から2009年10月４日にお
ける下向き短波放射量の平均値の差およ
び 推 定 値（W/m ）．（a）［J M A-

NHM］－［AMeDAS使 用 値］，（b）
［AMeDAS 使 用 値］，（c）［J M A-

NHM］．
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出した短波放射量と直接観測の短波放射量の差におけ

る平均値は－5.2W/m，RMSEは25.1W/mであっ

た．第４図は宮城県，山形県および福島県北部の

JMA-NHM 出力の短波放射量と，各AMeDAS観測

地点（全44点）において日照時間法で算出した短波放

射量との比較である．データは2008年１月２日から

2009年10月４日までの全期間の平均値である．白石中

学校の結果と同様，JMA-NHM の短波放射量は計算

領域の全地点で過大評価であった（第４図a）．日照

時間法による下向き短波放射量は116.6W/mから

153.4W/mであるのに対し（第４図 b），JMA-

NHM は136.4W/mから180.1W/mであった（第

４図c）．また，内陸や沿岸による顕著な違いは見ら

れない．全地点平均の日照時間法で算出した短波放射

量は140.4W/m，JMA-NHM の短波放射量は170.0

W/mであった．JMA-NHM の過大評価分は日照時

間法による推定値の21％（29.6W/m）であった．

この傾向は白石中学校の現地観測値と JMA-NHM

の間の関係と同様（4.1節参照）のものであるため，

雲の計算が過小評価であることが一因と考えられる．

JMA-NHM で算出された下向き短波放射量と日照時

間法による短波放射量との差は，日照時間法を用いる

かあるいは観測値を用いるかの手法の違いによる短波

放射量の差の平均値よりも大きく，過大評価の傾向

は，日照時間法によって算出された推定値を観測値の

代わりとして使用したことによるものではないと考え

られる．

５．結論

2007年12月４日から2009年７月７日にかけて，宮城

県白石市立白石中学校において下向き短波放射量と下

向き長波放射量の連続観測を行った．目的は1.5km

格子で計算した JMA-NHM の放射量の評価を行う

ためである．その結果，JMA-NHM は夏を中心にし

て下向き短波放射量を過大評価していることが明らか

になった．6km格子，1.5km格子の計算ではともに

過大評価であったが，1.5kmへのダウンスケールに

よって過大評価の傾向は一部改善された．また，下向

き長波放射量は過小評価であった．白石市郊外に設営

されているAMeDAS白石の気温と JMA-NHM の

計算結果の比較では高温バイアスの傾向があった．

JMA-NHM の雲量変化に伴う放射量変化と気温変化

との間には正の相関が見られ，JMA-NHM の高温バ

イアスの３割は下向き短波放射量の過大評価によって

説明されることが明らかになった．これらの結果か

ら，1.5km格子の JMA-NHM による放射量計算は

親モデル（６km実験）に強く依存するとともに雲量

の診断が過小であると考えられる．白石中学校で見ら

れた短波放射量の過大評価の傾向を他の地域について

も検証するため，経験式を用いてAMeDASで観測さ

れている日照時間から短波放射量の日平均値への変換

を行った．JMA-NHM による短波放射量の過大評価

の傾向は宮城県，山形県および福島県北部で共通の傾

向であり，地域による特性ではないと考える．より正

確な放射量を表現するために，雲量の診断スキームの

改良が望まれる．
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